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１．令和3年度支部保険者機能強化予算の概要

令和3年度の支部医療費適正化等予算は約7.9億円、支部保健事業予算は約39.0億円となる見込み。

当該予算の全体像及び主な取組内容等については、下表のとおり。

分野 区分 主な取組内容

企画部門関係
○ジェネリック医薬品の使用促進（79件）
○適正受診対策（45件）
○医療費分析（8件）

132 件 44 支部 2.4 億円

業務部門関係

○医療機関事務担当者説明会等の開催（6件）
○債権回収強化の取組（2件）
○外国人対応（2件）
○保険証返納勧奨文書の事業所等への配布（1件）
○第三者行為の届出の勧奨（1件）
○負傷原因届の医療機関窓口設置（1件）
○各種勧奨業務委託（4件）
○広報(チラシ・リーフレット)作成送付（6件）
○データ分析による加入者への周知（1件）

24 件 20 支部 0.1 億円

紙媒体による広報 ○納入告知書に同封するチラシ、各種パンフレットやポスターなど（47件） 47 支部 2.4 億円

その他の広報
○医療費適正化等全般の包括的な広報（86件）
○ジェネリック医薬品の使用促進に係る広報（30件）
○インセンティブ制度に係る広報（22件）

165 件 47 支部 3.0 億円

7.9 億円

－

支部医療費適正化等予算　　合計

広報・意見発信
経費

医療費適正化対策
経費

【支部医療費適正化等予算】

取組件数 支部数 所要見込額
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分野 区分 主な取組内容

事業者健診の
結果データの取得
（外部委託分）

○外部委託による事業所へのデータ取得勧奨及びデータ入力（38件）
○事業者健診結果（紙媒体）のデータ入力委託（4件）

66 件 47 支部 5.7 億円

集団健診
○オプション付き（骨密度測定等）集団健診の実施（23件）
〇協会主催の集団健診の実施（18件）
○大型商業施設等における集団健診（5件）

77 件 47 支部 6.8 億円

健診推進経費
（健診機関、業界団体、商工会議所等を対象として、健診の実施率向上や
事業所健診データの早期提供等を図る取組に対して目標を達成した場合に
支払う報奨金）

90 件 42 支部 3.2 億円

健診受診
勧奨等経費

〇健診パンフレット・チラシの作成（58件）
〇被扶養者の受診勧奨（55件）
○新規適用事業所等を対象とした健診案内（26件）

219 件 47 支部 5.5 億円

0.7 億円

保健指導推進経費
（一定規模以上（健診受診者数1,000人以上）の特定保健指導実施機関を対象と
して、特定保健指導実施機関における特定保健指導実績の向上に向けた
取組の動機づけとなるよう、特定保健指導実績に応じて支払う報奨金）

101 件 44 支部 0.7 億円

保健指導
利用勧奨経費

○電話や文書等での特定保健指導の利用勧奨（42件）
〇チラシ等の広報物作成（9件）
〇健診実施時における健康相談（3件）

69 件 38 支部 2.1 億円

2.0 億円

その他

その他

保健指導経費

健診経費

【支部保健事業予算関係】

取組件数 支部数 所要見込額
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（注）計数は四捨五入のため、一部、一致しないことがある。

分野 区分 主な取組内容

未治療者
受診勧奨

〇本部勧奨後、委託業者による電話や文書での勧奨（24件）
〇本部勧奨後、支部単独による電話や文書での勧奨（17件）
○本部勧奨後、支部と委託業者等両者による電話や文書での勧奨（7件）

50 件 46 支部 3.5 億円

重症化予防対策
〇地域医師会や薬剤師会との連携による重症化プログラムの実施（16件）
〇医療機関と連携した支部保健師による生活改善サポート（5件）

69 件 45 支部 2.3 億円

コラボヘルス事業
〇普及・促進のための事例集やパンフレット、チラシ作成（44件）
〇研修会、セミナーの開催（40件）
〇外部委託による宣言勧奨（11件）

151 件 47 支部 3.6 億円

情報提供ツール ○事業所健康度診断（事業所カルテ）等の作成・提供、ツールの改修 19 件 19 支部 0.5 億円

その他の保健事業

○イベント・ブース出展（22件）
○広報関係（13件）
○健康意識啓発（13件）
○歯周病・う蝕対策・歯科健診（12件）
○喫煙対策（11件）
〇健康講座・健康教室（9件）
〇メタボ対策（6件）

117 件 44 支部 2.5 億円

0.04 億円

39.0 億円

46.9 億円

支部保健事業予算　　合計

支部保険者機能強化予算　　合計

その他

コラボヘルス事業
経費

その他の経費

取組件数 支部数 所要見込額

重症化予防事業
経費
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２．令和3年度に実施する支部保険者機能強化予算における取組例

件名 リスクスコアを活用した喫煙者に対する禁煙勧奨通知の送付

概要

全国でも高位に位置する北海道支部被保険者の喫煙率を減少させるため、喫煙者に対して、健診結果を基にした

リスクスコアを活用したオーダーメイド型通知書（例：禁煙することにより、脳梗塞の発症確率が○％低下する）を

送付する。

件名 多剤・重複服薬に関する通知の送付による医療費適正化対策

概要

複数の医療機関より6種類以上の内服薬が処方された患者を対象に、薬局や医療機関への相談を促す通知と

お薬手帳ホルダーを送付することで、多剤投与や重複投与の防止を図るとともに、かかりつけ医・かかりつけ薬局を

持つことや、ジェネリック医薬品の使用検討等についても啓発する。

件名 堺市における健康経営の推進

概要
健康経営の推進に積極的な堺市をモデル地域とし、経済団体・行政と連携して管内の事業所に対してセミナーや

広報などを実施することで、健康経営の推進を図る。その後、他市町村への横展開も実施する予定。

件名 地域情報誌への広告掲載

概要

県内4市（和歌山市・岩出市・海南市・紀の川市）エリア内にある約80％の幼稚園・保育園の園児に直接配布

される地域情報誌の広告スペースを利用し、園児の親世代に対して、医療費適正化につながるような情報（ジェネ

リック医薬品・限度額適用認定証等）を発信し、行動変容を促す。

件名 被保険者集合型健診会場案内

概要

被保険者数が９名以下で、前年の生活習慣病予防健診受診率が０～３０％と低調な事業所に対して、

検診車保有の健診機関が実施する「被保険者集合型健診」の会場一覧（スケジュール）を、効果的なデザイン

等を用いて圧着DM若しくは大判はがきで案内する。

件名 事業主を経由したジェネリック医薬品軽減額通知の促進

概要

ジェネリック医薬品軽減額通知対象者が10名以上かつ切替人数0名の事業所（約2,000事業所）を対象に、

個別に作成した事業所ごとの切替率等を示したレポートを送付する（切替率を比較するため、半数の1,000事業

所にレポートを送付）。被保険者に対して発信力のある事業主を経由することで、ジェネリック医薬品への切替促進

を図る。
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